
２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

実績値 計画値

実績値 計画値

所見
待機児童の原因である保育士不足の解消を目指す。

（２）施策成果指標の結果に対する所見
成果指標 待機児童者数
前年度との比較

単年度達成率
単年度実績値 7 6
単年度目標値 0 0 0 0

指標数値のめざす方向 減少
年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（１）成果指標

指標名 待機児童者数
単位 人

11,787,340
一般財源２ 204,046,952 295,235,525 362,857,000 10,360,000 10,360,000
一般財源１ 219,271,741 316,549,295 379,231,907 12,046,856

0 0
その他 93,930,000 46,608,000 45,378,000 0 0

0 0
県支出金 130,168,431 116,910,000 112,114,000 1,920,000 1,920,000

特
定
財
源

国庫支出金 248,757,760 246,278,000 228,133,000

市債

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

13,707,340

単位：人、円　

フルコスト 692,127,932 726,345,295 764,856,907 13,966,856

1,427,340
事業費計 676,903,143 705,031,525 748,482,000 12,280,000 12,280,000
人件費計 15,224,789 21,313,770 16,374,907 1,686,856

0.22
会計年度任用職員数 0.45 0.45 0.45 0.0 0.0
正規職員数 2.15 2.7 2.42 0.26

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

単位：人、円　

子どもの健やかな発育の支援

基 本 方 針
保護者が不安なく子育てと仕事を両立できるよう、安心して子どもを預けられるサービスの充実を図るとともに、地域とと
もに子育てする実感が得られるよう、様々な子育て支援を充実させる。

施 策 の 方 針
仕事をしながら子育て中の保護者が安心して働けるよう、また、子どもが安全に過ごせるよう、保護者のニーズの把握に
努め、多様なサービスを実施する。

主 管 部 局 健康福祉部　子育て元気課 関 連 部 局

め ざ す 暮 ら し の 姿

施 策 子育てしやすいまちづくり
基 本 施 策 子どもの健やかな発育の支援

取り組み事項　 多様な保育サービスの充実を図る

           施策評価シート 年度

4１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 健やかな暮らしを守り支え合うまち



保育対策総合
支援事業

Ｅ：廃止 Ｅ：廃止

D現在の事業は国庫補助の要件のため、利用のためのハード
ルが高いため、財源も含め別の手法を検討する必要がある。

活用しやすい制度とするため、補助要件を見直し、より実効性
のある事業を目指す。

副食費補助事
業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

A保育料無償化の対象とならない副食費部分を補助すること
で、効果的な補助を実施出来ている。

引き続き実施することで、保護者の経済的負担の軽減を図
る。

保育士等就業
支援事業

Ｃ：改善・見直しの上で継続 Ｃ：改善・見直しの上で継続

A引き続き事業を実施することで、保育士確保を推進し、待機児
童解消を目指していく。

事業の周知を徹底することで、保育士確保を推進し、待機児
童解消を目指していく。

利用者負担額
補助事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

A引き続き実施していくことで、対象となる世帯の経済的負担の
軽減を図る。

引き続き実施していくことで、対象となる世帯の経済的負担の
軽減を図る。

構成事務事業の事後総合評価

事務事業名
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

総合評価
担当者所見 方向性及び所見



第三者評価委員会意見

施策の総合評価 Ｃ：課題があり、対策する必要がある

施策の方針に対する実
績、指標の達成状況の分
析、今後の課題・方向性

保育士確保や保護者の経済的負担軽減のため引き続き適切に事業を実施していく。

今年度の成果等

保育所等において年間延べ５，７８１人の保育を実施した。
また、延長保育や一時預かり事業、病後児保育事業などを実施し、多様化する保護者の
ニーズに対応した保育サービスの充実に努めた。
また、保育士確保対策として、保育士等就業支援事業及び保育士宿舎借上支援事業を実施
し、新たに保育士として就業を開始した者については５件、５０万円の補助を行ったが、保育
士宿舎借上支援事業については利用実績は無かった。

(2)施策の事後総合評価

当初方針の通りに進んだか

いいえ
保育士宿舎借り上げ支援事業について、利用のためのハードルが高く、現在まで利用実績
がない。

構成事務事業に課題はな
いか

ある
保護者の経済的負担軽減のための事業実施はできているが、保育士確保については課題
が残る。

【総合評価】施策成果指標

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定） 達成状況
100% 高 Ｃ：努力を要する
達成状況の原因分析、説明等
市内保育施設での保育士不足が深刻であり、保育士確保のための事業を実施するも待機児童解消に
至っていないため。

待機児童者数

新たに勤務し始めた常勤保育士数100% ↑：向上 100%

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率

特別保育補助事業

保育所施設整備事業

評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

保育所管理運営委託事業

保育所等運営事業



２．事業費
（１）歳出

（２）歳入

３．成果指標

実績値 計画値

実績値 計画値

所見
新型コロナウイルス感染症の影響により様々な行事等が実施出来ず、利用者数が減少していたが、保
護者からの子育てにかかる相談も多く、地域における子育ての重要な拠点である。

-

（２）施策成果指標の結果に対する所見
成果指標 地域子育て支援拠点の年間利用者数
前年度との比較 ↑：向上

単年度達成率 - 78.5% 91.17% - -
単年度実績値 11,775 13,676
単年度目標値 15,000 15,000 15,000 15,000

指標数値のめざす方向 維持
年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（１）成果指標

指標名 地域子育て支援拠点の年間利用者数
単位 人

17,159,062
一般財源２ 571,223,767 131,793,078 139,379,000 14,274,000 10,274,000
一般財源１ 587,766,688 145,956,179 153,345,909 21,159,062

0 0
その他 0 0

534,000 534,000
県支出金 61,945,332 60,032,000 59,598,000 534,000 534,000

特
定
財
源

国庫支出金 304,320,751 321,240,000 298,628,000

市債

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

18,227,062

単位：人、円　

フルコスト 954,032,771 527,228,179 511,571,909 22,227,062

6,885,062
事業費計 937,489,850 513,065,078 497,605,000 15,342,000 11,342,000
人件費計 16,542,921 14,163,101 13,966,909 6,885,062

0.35
会計年度任用職員数 2.88 2.88 3.13 3.08 3.08
正規職員数 1.84 1.3 1.43 0.35

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

単位：人、円　

子どもの健やかな発育の支援

基 本 方 針
保護者が不安なく子育てと仕事を両立できるよう、安心して子どもを預けられるサービスの充実を図るとともに、地域とと
もに、子育てする実感が得られるよう、様々な子育て支援を充実させる。

施 策 の 方 針
子育て中の保護者が、悩みを共有したり、気軽に相談できる子育ての仲間をつくり、心理的な負担が軽減されるよう拠点
を整備し、全ての家庭が必要な支援を受けられるようサービスの充実を図るとともに閉じこもりがちな保護者への働きか
けを行う。
また、様々な子育てサービスの情報を提供する体制の充実を図る。

主 管 部 局 健康福祉部　子育て元気課 関 連 部 局

め ざ す 暮 ら し の 姿

施 策 子育てしやすいまちづくり
基 本 施 策 子どもの健やかな発育の支援

取り組み事項　 子育て支援サービスを充実する

           施策評価シート 年度

4１．基本情報
ま ち づ く り 目 標 健やかな暮らしを守り支え合うまち



出産祝金支給
事業

Ｃ：改善・見直しの上で継続 Ｃ：改善・見直しの上で継続

A１号祝金、２号祝金とも適切に支給出来ている。引き続き適切
な支給に努め、定住促進の効果を高める。

２号祝金については、市全体の子育て支援対策を見直し・検
討し、令和５年４月１日以降に第三子を出生した場合の第２号
祝金の支給は廃止とすることとする。引き続き出生児誕生世
帯を祝うことで定住を促進していく。

子育て応援券
交付事業

Ｃ：改善・見直しの上で継続 Ｃ：改善・見直しの上で継続

B利用できるサービスの見直しを含め、事業の在り方を検討し
ていく必要がある。

利用実績としては任意の予防接種が大半を占めているが、予
防接種の状況により利用実績が大きく影響を受けるため、利
用できるサービスの見直しを含め、事業の在り方を検討する。

ファミリーサ
ポートセンター
事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

B引き続き事業を継続していくことで、仕事と育児を両立できる
環境の整備や地域子育て支援を行い、保護者等や児童の福
祉の増進を図る。

仕事と育児を両立できる環境の整備や地域子育て支援を行
い、引き続き保護者等や児童の福祉の増進を図る。

子供の遊び場
等設置補助事
業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

B自治会等に対し制度周知を行い、子どもの遊び場の確保のた
め引き続き実施していく。

利用実績が無い年度もあることから自治会等に制度周知を行
い、引き続き実施していく。

修学旅行援助
事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

A要保護、準要保護世帯の児童が安心して修学旅行に参加で
きる環境を整えるため、現在の支給額等を維持し、引き続き
支援を実施していく。

適切に対象者に支給が出来ており、引き続き現在の体制を維
持し実施していく。

子育て学習活
動推進事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

A新型コロナウイルス感染症の影響も減少し、徐々に事業回数
も増加しており、引き続き相談内容に合った支援や関係機関
につなげる必要がある。

地域の子育て拠点として市の中心的な役割を果たしており、
引き続き現在の体制を維持し実施していく。

子育て情報提
供事業

Ｂ：現状のまま継続 Ｂ：現状のまま継続

B子育て中の親に、仲間づくりや情報交換が出来る地域の拠点
や子育て関連情報の提供を行い、子育て支援を推進出来て
いる。

子育て家庭の支援を図るため、引き続き適切に子育て関連の
情報提供等を実施していく。

構成事務事業の事後総合評価

事務事業名
事務事業担当者の評価 上位責任者の評価

総合評価
担当者所見 方向性及び所見



第三者評価委員会意見

さらに、出産祝金の１号祝金を１４８人に、２号祝金を１１８人に支給し、出産のお祝いと、出
産に係る費用負担の軽減を図った。

施策の総合評価 Ｂ：おおむね順調に進捗している

施策の方針に対する実
績、指標の達成状況の分
析、今後の課題・方向性

各種事業について、新型コロナの影響等により減少傾向ではあるものの、子育て中の保護
者の交流の場や、家庭や地域の子育て力の向上、出産に対する祝福など、重要な事業であ
るため、引き続き実施していく。

今年度の成果等

子育て学習センターの利用者数は延べ１３，６７６人、まちの子育てひろば（７箇所）の利用者
数は延べ３，９７１人となっており、子育て中の保護者が交流する機会や場を提供し、また、
子育て講座等の開催や自主グループ活動への支援を行うことにより、子育て家庭の心理的
負担の軽減に努めた。また、子育て応援券を１８３人に交付し、家庭や地域の子育て力の向
上を図った。

(2)施策の事後総合評価

当初方針の通りに進んだか

いいえ
子育て応援券の利用実績が想定よりも減少している。

構成事務事業に課題はな
いか

ない
子育てに関する情報提供や、地域の子育て支援の拠点、出生児のお祝い等、バランス良く
事業を展開出来ている。

【総合評価】施策成果指標

単年度目標平均達成率（ａ） 達成度　（（ａ）による自動判定） 達成状況
95.22% 中 Ｂ：おおむね順調
達成状況の原因分析、説明等
型コロナウイルス感染症の影響により利用者数は減少傾向にあるものの、保護者からの子育てにかか
る相談は多く、来年度以降も引き続き体制を維持し、事業を実施していく。

地域子育て支援拠点の年間利用者数91.17% ↑：向上 91.17%

まちの子育て広場利用者数 99.27% ↑：向上 79.42%

施策の事後総合評価
(1)施策成果指標
施策成果指標 単年度目標達成率 前年度との比較 最終目標値に対する達成率

子ども・子育て支援事業

児童福祉総務費事務経費

児童手当等支給事務事業

評価対象外の構成事務事業一覧
事務事業名

社会福祉協議会活動事業（子育て）

児童手当等支給事業



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - 100% 100% - - -
単年度実績値 100 100 100

令和7年度
単年度計画値 100 100

単位 ％
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】申請率

1,913,670
事業費計－特定財源 549,600 853,800 1,200,000 1,200,000 1,200,000

フルコスト－特定財源 1,160,390 1,848,284 1,913,670 1,913,670

0 0 0
その他 0 0 0 0 0

0 0
県支出金 1,917,800 1,920,000 1,920,000 1,920,000 1,920,000

特
定
財
源

国庫支出金 0 0 0

市債 0 0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

3,833,670

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 3,078,190 3,768,284 3,833,670 3,833,670

713,670

事業費計 2,467,400 2,773,800 3,120,000 3,120,000 3,120,000

人件費計 610,790 994,484 713,670 713,670

0.11
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.09 0.13 0.11 0.11

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

相生市利用者負担額補助事業実施要綱
ひょうご保育料軽減事業実施要綱

実施の概要 保育所、認定こども園等に在籍する児童に係る利用者負担額（保育料）を助成する。

対象 保育所、認定こども園等を利用している児童を養育する保護者

目的 子育てにかかる経済的負担の軽減を図ることを目的とする。

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 令和2年度 終了年度 なし

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 多様な保育サービスの充実を図る

                 事務事業評価シート 年度

4１．基本情報
事業番号 030302010004 事務事業名 利用者負担額補助事業



所見 引き続き実施していくことで、対象となる世帯の経済的負担の軽減を図る。

所見 引き続き実施していくことで、対象となる世帯の経済的負担の軽減を図る。

休止・廃止となったとき
の影響

廃止となった場合、対象となる世帯の経済的負担が増加する。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

市ホームページでの周知や、市内保育施設に周知することで、適切
に事業を実施出来ている。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
対象者を抽出し、漏れなく申請勧奨出来ている。 なし

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

漏れなく申請勧奨し、対象者全員から申請を受理出来ている。 なし

妥当性
B：比較的妥当

である
対象者の経済的負担を軽減出来ている。 なし

有効性
B：比較的有効

である
対象者の生活の質の向上を図ることが出来る。 なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 79,804 109,935

令和7年度
単年度計画値

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（２）コスト指標

指標名１ 支給対象者１件あたりのフルコスト
単位 円／件



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - 60% 100% - -

前年比 - 75% 166.66% - - -
単年度実績値 4 3 5

令和7年度
単年度計画値 5 5 5 5

単位 人
指標数値のめざす方向 増加

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】新たに勤務し始めた常勤保育士数

2,200,000
事業費計－特定財源 300,000 500,000 2,200,000 2,200,000 2,200,000

フルコスト－特定財源 639,327 729,496 2,459,516 2,459,516

0 0 0
その他 0 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0 0

市債 0 0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

2,200,000

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 639,327 729,496 2,459,516 2,459,516

0

事業費計 300,000 500,000 2,200,000 2,200,000 2,200,000

人件費計 339,327 229,496 259,516 259,516

0.0
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.05 0.03 0.04 0.04

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

相生市保育士等就業支援事業実施要綱

実施の概要
保育業務に専従する者として市内の保育所、認定こども園、家庭的保育事業所、小規模保育事業所に
保育士として新たに勤務する者に一時金を交付する。

対象 市内の保育所等に直接雇用され、保育業務に専従する保育士として新たに勤務を開始した者等

目的 保育士等の市内保育所等への就職を促進し、保育の提供に携わる人材の確保を図る。

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 令和2年度 終了年度 なし

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 多様な保育サービスの充実を図る

                 事務事業評価シート 年度

4１．基本情報
事業番号 030302010005 事務事業名 保育士等就業支援事業



所見 事業の周知を徹底することで、保育士確保を推進し、待機児童解消を目指していく。

所見 引き続き事業を実施することで、保育士確保を推進し、待機児童解消を目指していく。

休止・廃止となったとき
の影響

新たな保育士の確保に支障を来すおそれがある。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る
事業者等を通じ、適切に情報提供等を行えている。 なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
対象者に対し、適切に一時金の交付が出来ている。 なし

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

保育士を新たに確保することで待機児童解消を見込むことが出来
る。

なし

妥当性
B：比較的妥当

である

現状、当市では待機児童が発生しているが、その主な要因は保育士
不足によるものである。保育士を新たに確保することで待機児童解
消を見込むことが出来る。

なし

有効性
B：比較的有効

である

現状、当市では待機児童が発生しているが、その主な要因は保育士
不足によるものである。保育士を新たに確保することで待機児童解
消を見込むことが出来る。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 100,000 213,109 145,899.2

令和7年度
単年度計画値 127,865.4 145,899.2 491,903.2 491,903.2

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（２）コスト指標

指標名１ 新たに勤務し始めた常勤保育士数１人あたりのフルコスト
単位 円／人



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - - 100% - - -
単年度実績値 100 100

令和7年度
単年度計画値 100 100

単位 ％
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】申請率

7,673,670
事業費計－特定財源 6,924,000 6,514,800 6,960,000 6,960,000 6,960,000

フルコスト－特定財源 7,602,655 7,432,785 7,673,670 7,673,670

0 0 0
その他 0 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 1,350,000 0

市債 0 0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

7,673,670

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 7,602,655 8,782,785 7,673,670 7,673,670

713,670

事業費計 6,924,000 7,864,800 6,960,000 6,960,000 6,960,000

人件費計 678,655 917,985 713,670 713,670

0.11
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.1 0.12 0.11 0.11

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

相生市副食費補助事業実施要綱

実施の概要 保育所、認定こども園等に在籍する３歳以上の児童に係る副食費を月額２，０００円を限度に助成する。

対象 保育所、認定こども園等に在籍する３歳以上の児童を養育する保護者

目的 保護者の経済的負担軽減を図ることを目的とする。

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 令和元年度 終了年度 なし

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 多様な保育サービスの充実を図る

                 事務事業評価シート 年度

4１．基本情報
事業番号 030302010007 事務事業名 副食費補助事業



所見 引き続き実施することで、保護者の経済的負担の軽減を図る。

所見
保育料無償化の対象とならない副食費部分を補助することで、効果的な補助を実施出来てい
る。

休止・廃止となったとき
の影響

廃止となった場合、対象となる世帯の経済的負担が増加する。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る
保育施設等を通して申請勧奨を行い、適切に実施出来ている。 なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
保育施設による代理受領により、現物支給を行うことで、保護者に対
する利便性を向上出来ている。

なし

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

保護者の経済的負担軽減につながり、生活の質的向上を図れてい
る。

なし

妥当性
B：比較的妥当

である
保護者の経済的負担の軽減につながり、生活の質的向上を図れて
いる。

なし

有効性
B：比較的有効

である
収入により副食費が免除される者を除き、全ての世帯が対象となり
有効である。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 76,026.55 87,827.85

令和7年度
単年度計画値 76,736.7 76,736.7

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（２）コスト指標

指標名１ 対象者１人あたりのフルコスト
単位 円／人



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - - - - - -
単年度実績値 0 5

令和7年度
単年度計画値

単位 人
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】新たに勤務し始めた常勤保育士数

0
事業費計－特定財源 0 -98,000 0 0 0

フルコスト－特定財源 67,865 -98,000 0 0

0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 98,000 0

市債 0 0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

0

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 67,865 0 0 0

0

事業費計 0 0 0 0 0

人件費計 67,865 0 0 0

会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.01 0.0 0.0 0.0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

保育士宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱

実施の概要
保育士確保対策として、保育所等の事業者が保育士用の宿舎を借り上げるための費用の一部を支援
することで、保育士が働きやすい環境を整備する。

対象 採用された日から起算して５年以内の常勤の保育士

目的
新たに市内の保育所等で働き始めた者が、保育士として働きしやすくなるような環境の整備を行い、保
育士の定着を促進することを目的とする。

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 令和3年度 終了年度 なし

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 多様な保育サービスの充実を図る

                 事務事業評価シート 年度

4１．基本情報
事業番号 030302010008 事務事業名 保育対策総合支援事業



所見 活用しやすい制度とするため、補助要件を見直し、より実効性のある事業を目指す。

所見
現在の事業は国庫補助の要件のため、利用のためのハードルが高いため、財源も含め別の
手法を検討する必要がある。

休止・廃止となったとき
の影響

現状では利用者はおらず、影響はあまりない。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｅ：廃止

総合評価

D

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｅ：廃止

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る
事業者に対し、制度周知を行っている。 なし

(2) 総合評価

効率性
C：効率性が低

い
事業者が宿舎を借り上げることが要件であり、利用のためのハード
ルが高い

あり

改革・改善プラ
ン達成度

C：改革改善効
果が低い

現在の事業は国庫補助の要件のため、利用のためのハードルが高
いため、財源も含め別の手法を検討する必要がある

あり

妥当性
C：妥当性が低

い
事業者が宿舎を借り上げることが要件であり、利用のためのハード
ルが高い

あり

有効性
C：有効性が低

い
事業者が宿舎を借り上げることが要件であり、利用のためのハード
ルが高い

あり

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 0

令和7年度
単年度計画値

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（２）コスト指標

指標名１ 新たに勤務し始めた常勤保育士数１人あたりのフルコスト
単位 円／人



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - 88.55% 109.52% - - -
単年度実績値 9,045 8,010 8,773

令和7年度
単年度計画値 9,000 9,000

単位 人
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】参加人数

1,110,670
事業費計－特定財源 360,612 377,784 397,000 397,000 397,000

フルコスト－特定財源 1,582,192 1,142,771 1,110,670 1,110,670

0 0 0
その他 0 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0 0

市債 0 0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

1,110,670

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 1,582,192 1,142,771 1,110,670 1,110,670

713,670

事業費計 360,612 377,784 397,000 397,000 397,000

人件費計 1,221,580 764,987 713,670 713,670

0.11
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.18 0.1 0.11 0.11

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

実施の概要
子育て支援を推進するため、子育て中の保護者などに仲間づくりや情報交換ができる地域子育て支援
拠点のイベント情報等、子育て関連情報を提供する。

対象 子育てを行う全ての家庭

目的
子育て中の保護者などに仲間づくりや情報交換ができる地域子育て支援拠点の情報提供を行い、子育
て支援を推進することを目的とする。

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

                 事務事業評価シート 年度

4１．基本情報
事業番号 030302020001 事務事業名 子育て情報提供事業



所見 子育て家庭の支援を図るため、引き続き適切に子育て関連の情報提供等を実施していく。

所見
子育て中の親に、仲間づくりや情報交換が出来る地域の拠点や子育て関連情報の提供を行
い、子育て支援を推進出来ている。

休止・廃止となったとき
の影響

廃止となった場合、イベント情報を幅広く周知する手段が無くなり、イベント参加者が減少する
可能性が高い。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

B

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

広報への折り込みチラシとして、全世帯に配布することで幅広くPRを
行えている。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
子育て元気課が担当することで、他の子育て施策との調整・改善が
期待でき、効率的な情報提供が行えている。

なし

改革・改善プラ
ン達成度

C：改革改善効
果が低い

新型コロナウイルス感染症の影響により、イベントへの参加者が減
少傾向である。

あり

妥当性
B：比較的妥当

である
子育て関連情報等を提供することで、子育て支援の推進を図れてい
る。

なし

有効性
B：比較的有効

である
子育て広場や子育て学習センター等でのイベントについて、保護者
が参加したいと思うものを選択する際の判断材料となっている。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 48.094 197.5271 130.26

令和7年度
単年度計画値 123.4078 123.4078

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（２）コスト指標

指標名１ 参加人数１人あたりのフルコスト
単位



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - 88.55% 109.52% - - -
単年度実績値 9,045 8,010 8,773

令和7年度
単年度計画値 9,000 9,000

単位 人
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】利用人数

3,417,940
事業費計－特定財源 233,313 198,376 332,000 332,000 332,000

フルコスト－特定財源 3,094,705 2,698,121 3,417,940 3,417,940

0 0 0
その他 0 0 0 0 0

330,000 330,000
県支出金 230,000 259,000 330,000 330,000 330,000

特
定
財
源

国庫支出金 230,000 259,000 330,000

市債 0 0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

4,077,940

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 3,554,705 3,216,121 4,077,940 4,077,940

3,085,940

事業費計 693,313 716,376 992,000 992,000 992,000

人件費計 2,861,392 2,499,745 3,085,940 3,085,940

0.06
会計年度任用職員数 1.55 1.55 1.8 1.8 1.8
正規職員数 0.1 0.03 0.06 0.06

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

相生市子育て学習センターに関する規則

実施の概要
就学前の乳幼児とその保護者を対象として、不安や悩みに対応し、家庭や地域の教育力を高めるた
め、子育て中の親子の交流等を促進し、相談活動、グループの育成、幼児教育学級等を開催する。

対象 子育て中の親子

目的
子育て中の保護者などの不安や悩みに対応し、家庭や地域の教育力を高めるとともに、相談業務を通
じ就学前児童の健全な育成が図られることを目的とする。

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

                 事務事業評価シート 年度

4１．基本情報
事業番号 030302020002 事務事業名 子育て学習活動推進事業



所見
地域の子育て拠点として市の中心的な役割を果たしており、引き続き現在の体制を維持し実施
していく。

所見
新型コロナウイルス感染症の影響も減少し、徐々に事業回数も増加しており、引き続き相談内
容に合った支援や関係機関につなげる必要がある。

休止・廃止となったとき
の影響

廃止となった場合、子育て家庭の交流の場が無くなり、育児の不安や悩みを抱える家庭が増
加する。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

子どもイベントカレンダーに学習センターでのイベント情報等を掲載
し、広報の折り込みチラシとして配布することで、全世帯へ適切に周
知出来ている。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
自主グループの育成や年齢に応じたグループ活動を行うことで子育
て家庭等の交流の場としての機能を発揮している。

なし

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

講演会、講座及びグループの育成を通じ、家庭や地域の教育力を高
めている。

なし

妥当性
B：比較的妥当

である

子育て環境の変化により、育児に関する悩みや不安を抱えた親は多
く、幼稚園や保育所に通っていない親にとって身近で気軽に相談で
きる場である。

なし

有効性
B：比較的有効

である
地域子育て支援拠点として親子の交流促進の場となり、育児等の不
安解消につながっている。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 160.8724 443.7834 366.5931

令和7年度
単年度計画値 453.1044 453.1044

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（２）コスト指標

指標名１ 利用者１人あたりのフルコスト
単位 円／人



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - 100% 100% - - -
単年度実績値 100 100 100

令和7年度
単年度計画値 100 100

単位 ％
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】支給割合

147,000
事業費計－特定財源 91,000 147,000 147,000 147,000 147,000

フルコスト－特定財源 158,865 223,498 147,000 147,000

0 0 0
その他 0 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0 0

市債 0 0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

147,000

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 158,865 223,498 147,000 147,000

0

事業費計 91,000 147,000 147,000 147,000 147,000

人件費計 67,865 76,498 0 0

0.0
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.01 0.01 0.0 0.0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

実施の概要
要保護、準要保護世帯に属する児童に修学旅行へ参加する機会を与え、児童の健全な育成と福祉の
向上を図るため、修学旅行準備費用を助成する。

対象
要保護、準要保護世帯に属する小学校６年生及び中学校３年生で、修学旅行に参加する児童の保護
者

目的
要保護、準要保護世帯に属する児童の修学旅行準備費用を助成することにより修学旅行に参加する機
会を与え、児童の健全な育成と福祉の向上を図る。

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

                 事務事業評価シート 年度

4１．基本情報
事業番号 030302020003 事務事業名 修学旅行援助事業



所見 適切に対象者に支給が出来ており、引き続き現在の体制を維持し実施していく。

所見
要保護、準要保護世帯の児童が安心して修学旅行に参加できる環境を整えるため、現在の支
給額等を維持し、引き続き支援を実施していく。

休止・廃止となったとき
の影響

廃止となった場合、要保護、準要保護世帯の児童が修学旅行に参加出来なくなる可能性が高
まる。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

教育委員会より対象者の情報提供を受けることにより、対象者への
支給を漏れなく実施している。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
修学旅行日の数週間前に支給することで、準備に要する物品等の
購入を援助することが出来、効率的である。

なし

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

対象児童が精神的な負担を伴わず修学旅行に参加できる。 なし

妥当性
B：比較的妥当

である
一般世帯の児童との均衡を保ち、児童の健全な育成と福祉の向上
を図っている。

なし

有効性
B：比較的有効

である
現金給付により、児童の修学旅行の準備費用に充てることが出来、
効果的である。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 7,000 12,220 10,642.7

令和7年度
単年度計画値 7,000 7,000

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（２）コスト指標

指標名１ 対象者１人あたりのフルコスト
単位 円／人



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - - - - - -
単年度実績値 0 1 0

令和7年度
単年度計画値 1 1

単位 件
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】補助件数

279,758
事業費計－特定財源 59,950 0 150,000 150,000 150,000

フルコスト－特定財源 127,815 76,498 279,758 279,758

0 0 0
その他 0 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0 0

市債 0 0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

279,758

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 127,815 76,498 279,758 279,758

129,758

事業費計 59,950 0 150,000 150,000 150,000

人件費計 67,865 76,498 129,758 129,758

0.02
会計年度任用職員数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
正規職員数 0.01 0.01 0.02 0.02

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

相生市子どもの遊び場設備費等補助金交付要綱

実施の概要
子どもに遊び場を提供し、その健康を増進するとともに情操を豊かにし、さらに遊具による事故の防止
を図るために行う新設や修繕等に係る費用の一部を補助する。

対象 遊具等を管理する自治会や子供会、婦人会等

目的
子どもの遊び場の遊具等の新設や取り替え及び修理に要する費用の一部を補助することで、子どもの
遊び場づくりを促進し、子どもの健全な育成を図ることを目的とする。

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

                 事務事業評価シート 年度

4１．基本情報
事業番号 030302020005 事務事業名 子供の遊び場等設置補助事業



所見 利用実績が無い年度もあることから自治会等に制度周知を行い、引き続き実施していく。

所見 自治会等に対し制度周知を行い、子どもの遊び場の確保のため引き続き実施していく。

休止・廃止となったとき
の影響

廃止となった場合、遊具等の入れ替え等が滞り、危険な状態のまま遊具を使用する例が出てく
る可能性がある。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

B

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
C：透明性が低

い
利用実績が減少傾向にあり、広報等によるPRを行い、周知を行って
行く必要がある。

あり

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
補助額は新設や取り替えに要した費用の１／２であり、適正である。 なし

改革・改善プラ
ン達成度

C：改革改善効
果が低い

少子化等の影響により公園等の遊び場を利用する子どもの数が減
少しており、補助事業の利用実績も低調が続いている。

あり

妥当性
B：比較的妥当

である

自治会等が設置又は管理する遊び場への補助であり、子どもの健
全な遊び場や安全な遊具の提供のために補助を行うことは妥当で
ある。

なし

有効性
B：比較的有効

である
地域で子どもを育てるという観点からも、自治会等を対象に補助する
ことは有効である。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 127,815

令和7年度
単年度計画値 279,758 279,758

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（２）コスト指標

指標名１ 補助件数１件あたりのフルコスト
単位 円／件



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - 96.03% 99.66% - - -
単年度実績値 631 606 604

令和7年度
単年度計画値 610 610

単位 人
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】加入会員数

1,958,906
事業費計－特定財源 154,315 62,549 331,000 331,000 331,000

フルコスト－特定財源 1,901,860 1,603,724 1,958,906 1,958,906

0 0 0
その他 0 0 0 0 0

204,000 204,000
県支出金 154,000 210,000 204,000 204,000 204,000

特
定
財
源

国庫支出金 154,000 210,000 204,000

市債 0 0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

2,366,906

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 2,209,860 2,023,724 2,366,906 2,366,906

1,627,906

事業費計 462,315 482,549 739,000 739,000 739,000

人件費計 1,747,545 1,541,175 1,627,906 1,627,906

0.02
会計年度任用職員数 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
正規職員数 0.05 0.01 0.02 0.02

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

法律・政令・省令,条例・規則・要綱

子ども・子育て支援法第59条第12項、児童福祉法第6条の3第14項、相生市ファミリー・サポート・セン
ター事業実施要綱

実施の概要
育児の手助けをしてほしい人（依頼会員）と育児の手助けができる人（提供会員）とが、相互援助活動を
行う会員組織であり、双方の仲介を行う。

対象 依頼会員と提供会員

目的
市内に住所を有する労働者等の仕事と育児の両立を支援するための環境を整備するとともに、地域の
子育て支援を行い、労働者等の福祉の増進及び児童の福祉の向上を図る。

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 終了年度 なし

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

                 事務事業評価シート 年度

4１．基本情報
事業番号 030302020006 事務事業名 ファミリーサポートセンター事業



所見
仕事と育児を両立できる環境の整備や地域子育て支援を行い、引き続き保護者等や児童の福
祉の増進を図る。

所見
引き続き事業を継続していくことで、仕事と育児を両立できる環境の整備や地域子育て支援を
行い、保護者等や児童の福祉の増進を図る。

休止・廃止となったとき
の影響

廃止となった場合、依頼会員の仕事と育児の両立に影響が生じる。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

総合評価

B

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｂ：現状のまま継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

事業の概要等について市広報や市ホームページにて周知を行えて
いる。

なし

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
アドバイザーにより育児に関する活動の調整、仕事の両立支援のた
めのニーズに応じた相互援助活動の調整を行こなえている。

なし

改革・改善プラ
ン達成度

C：改革改善効
果が低い

提供会員が減少傾向にある。提供会員が減少すると利用者のニー
ズに対応出来なくなる可能性があるため、提供会員の確保に努め
る。

あり

妥当性
B：比較的妥当

である
仕事と育児を両立できる環境の整備及び地域子育て支援を行うこと
で、保護者等及び児童の福祉の増進を図かれている。

なし

有効性
B：比較的有効

である
利用者（依頼会員）のニーズに応じた提供会員を確保し、仕事と育児
の両立支援のための相互援助活動の調整を行こなえている。

なし

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 1,890 4,384 3,281

令和7年度
単年度計画値 3,500 3,500

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（２）コスト指標

指標名１ 活動件数１件あたりのフルコスト
単位 円／件



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - - 142.5% - - -
単年度実績値 40 57

令和7年度
単年度計画値 50 50

単位 ％
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】利用率（利用金額／交付金額）

2,433,359
事業費計－特定財源 1,523,370 1,861,260 2,405,000 2,014,000 2,014,000

フルコスト－特定財源 1,814,004 2,310,457 2,824,359 2,433,359

0 0 0
その他 0 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0 0

市債 0 0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

2,433,359

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 1,814,004 2,310,457 2,824,359 2,433,359

419,359

事業費計 1,523,370 1,861,260 2,405,000 2,014,000 2,014,000

人件費計 290,634 449,197 419,359 419,359

0.03
会計年度任用職員数 0.11 0.15 0.15 0.15 0.15
正規職員数 0.02 0.03 0.03 0.03

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

相生子育て応援券交付事業実施要綱

実施の概要
子どもが３歳に達するまでの間、有料の子育て支援サービスに利用できる子育て応援券２万円分を交
付する。

対象 新たに子どもが生まれた家庭又は３歳までの子どもを有して転入してきた家庭

目的
有料の子育て支援サービスに利用できる子育て応援券を発行し、サービスを利用しやすくすることで、
子育て家庭の不安解消や子育て負担の軽減を図るとともに、家庭や地域の子育て力を向上することを
目的とする。

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 平成23年度 終了年度 なし

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

                 事務事業評価シート 年度

4１．基本情報
事業番号 030302020008 事務事業名 子育て応援券交付事業



所見
利用実績としては任意の予防接種が大半を占めているが、予防接種の状況により利用実績が
大きく影響を受けるため、利用できるサービスの見直しを含め、事業の在り方を検討する。

所見 利用できるサービスの見直しを含め、事業の在り方を検討していく必要がある。

休止・廃止となったとき
の影響

任意の予防接種の接種率が減少する可能性がある。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

総合評価

B

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

透明性
B：比較的透明
性を確保してい

る

申請漏れが無いよう対象者を抽出し、未申請者へは個別に案内をす
る等の対応を行い、速やかに交付出来ている。

なし

(2) 総合評価

効率性
C：効率性が低

い
利用率（利用金額／交付金額）は減少傾向にある。 あり

改革・改善プラ
ン達成度

C：改革改善効
果が低い

主な利用先は任意の予防接種だが、予防接種が任意接種から定期
接種にかわることなどで、利用数が大きく減少している。

あり

妥当性
B：比較的妥当

である
応援券を交付することで有料の子育て支援サービスが利用しやすく
なる。

なし

有効性
B：比較的有効

である

主に任意予防接種に利用されており、予防接種の接種率向上に寄
与している一方、予防接種以外のサービスについては利用実績が
少ないため、周知の方法等を検討し直す必要がある。

あり

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 45,350.1 40,534.3333

令和7年度
単年度計画値 56,487.18 48,667.18

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（２）コスト指標

指標名１ 利用率あたりのフルコスト
単位 円／人



実績値 計画値

実績値 計画値

-単年度達成率 - - - - -

前年比 - 100% 100% - - -
単年度実績値 100 100 100

令和7年度
単年度計画値 100 100

単位 ％
指標数値のめざす方向 維持

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

３．評価指標
（１）活動指標

指標名 【質】支給割合

7,811,429
事業費計－特定財源 9,712,990 13,403,000 14,903,000 10,903,000 6,903,000

フルコスト－特定財源 11,293,069 15,964,869 15,811,429 11,811,429

0 0 0
その他 0 0 0 0 0

0 0
県支出金 0 0 0 0 0

特
定
財
源

国庫支出金 0 0 0

市債 0 0

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

7,811,429

（２）歳入 単位：人、円　

フルコスト 11,293,069 15,964,869 15,811,429 11,811,429

908,429

事業費計 9,712,990 13,403,000 14,903,000 10,903,000 6,903,000

人件費計 1,580,079 2,561,869 908,429 908,429

0.11
会計年度任用職員数 0.11 0.13 0.13 0.13 0.13
正規職員数 0.21 0.31 0.11 0.11

令和2年度決算 令和3年度決算 令和4年度決算 令和5年度予算 令和6年度 令和7年度

２．事業費
（１）歳出 単位：人、円　

事務事業類型 ソフト事業

関連計画

根拠法令

条例・規則・要綱

相生市出産祝金支給要綱

実施の概要
出産祝として祝金１万円を支給する（１号祝金）。また、出生児が出生時に第３子以降の場合で、次年度
以降も継続して市内に在住の場合は１０万円を３年間支給する（２号祝金）。

対象 子どもの出生時に市内に住民票を有し、出生児と同居かつ監護している者

目的 出産のお祝いと子育てにかかる費用の軽減を図ることを目的とする。

部名 健康福祉部 課名 子育て元気課
事業の開始 平成23年度 終了年度 なし

まちづくり目標 健やかな暮らしを守り支え合うまち 施策 子育てしやすいまちづくり
基本施策 子どもの健やかな発育の支援 取り組み事項 子育て支援サービスを充実する

                 事務事業評価シート 年度

4１．基本情報
事業番号 030302020009 事務事業名 出産祝金支給事業



所見
２号祝金については、市全体の子育て支援対策を見直し・検討し、令和５年４月１日以降に第
三子を出生した場合の第２号祝金の支給は廃止とすることとする。引き続き出生児誕生世帯を
祝うことで定住を促進していく。

所見
１号祝金、２号祝金とも適切に支給出来ている。引き続き適切な支給に努め、定住促進の効果
を高める。

休止・廃止となったとき
の影響

廃止となった場合、市として出生児や多子で在住している世帯を祝う機会が無くなり、定住促進
を弱めることにつながる。

(4) 方向性評価(施策担当者)

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

総合評価

A

(3)方向性評価(担当者)

方向性 Ｃ：改善・見直しの上で継続

透明性
A：透明性が高

い
１号祝金、２号祝金とも対象者の抽出を行い、すべての対象者に支
給出来ている。

あり

(2) 総合評価

効率性
B：比較的効率

的である
子育て元気課が所管することで、出生時の他の子育て施策の申請
状況等を調整・把握が出来、効率的な執行体制といえる。

あり

改革・改善プラ
ン達成度

B：比較的改革
改善効果がある

２号祝金の対象者について、転出者はあまりおらず、定住を促進出
来ている。

あり

妥当性
B：比較的妥当

である
出産のお祝いと出産・育児にかかる費用負担に配慮するものであ
り、子育てしやすい環境整備を図れている。

あり

有効性
B：比較的有効

である
子どもを産み育てやすい環境整備を図ることにより、若年人口の増
加と定住を促進出来ている。

あり

４．事後評価
(1) 評価のまとめ

評価視点 評価点 評価内容 課題認識

単年度実績値 55,200 112,930.69 159,648.69

令和7年度
単年度計画値 158,114.29 118,114.29

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

（２）コスト指標

指標名１ 対象者１人あたりのフルコスト
単位 円／人


